
平成２６年度事業報告 

     
(自：平成２６年４月１日 ～ 至：平成２７年３月３１日) 

                                                 
１ 貸付事業（財源：基金） 

（１）事業内容：県内６市町に対して、平成２６年度一般事業債の資金として、県協会 

        資金により９億円の長期貸付を行った。 

（２）貸 付 日：平成２７年３月２４日 

（３）償還期間・貸付利率  １２年以内（うち据置２年以内）・０．１％ 

              １５年以内（うち据置３年以内）・０．２％ 

           ※財政融資資金の貸付利率から０．３％相当を減じた率 

（４）平成２６年度貸付の状況等                （単位：千円） 

貸付先市町村名 貸付金額 
貸付金の財源内訳 

県協会資金 全国協会資金 

松 江 市 288,400  288,400  0  

出 雲 市 227,100  227,100  0  

益 田 市 20,700  20,700  0  

大 田 市 117,700  117,700  0  

雲 南 市 130,300 130,300 0 

美 郷 町 115,800 115,800 0 

合   計 900,000  900,000  0  

（５）平成２６年度末貸付残高 

   １０７億２４百万円（本協会７１億１２百万円、全国協会資金３６億１２百万円） 

 

２ 宝くじ交付金 

（１）サマージャンボ宝くじ交付金 

島根県から交付金３億５５百万円を受け入れ、９割を県協会基金として積立、１割

を全国協会へ納付した。 

【交付金の収納状況等】                           （単位：円） 
 

島根県からの 
交 付 金 

使  途 

県協会分基金積立（90%) 全国協会納付(10%) 

355,397,919 319,858,131 35,539,788 

   ※平成２５年度の島根県からの交付金実績３８９，０２５，８５７円 

   【参考】平成２６年度発売計画額（全国） ：１，０５０億円（前年度同額） 

〃    販売実績額（全国） ：８５７億円（前年度比7.3％減） 

〃    販売実績額（島根県）：２．７７億円（前年度比11.2％減） 



 

（２）オータムジャンボ宝くじ交付金 

    島根県から交付金１億３９百万円を受取り、全額を市町村に交付した。 

（均等割：人口割＝５０：５０） 

【市町村ごとの配分額】                   （単位：円） 
市 町 村 名 配 分 額 市 町 村 名 配 分 額 

松 江 市 31,554,132 奥 出 雲 町 3,912,138 

浜 田 市 12,265,217 飯 南 町 2,794,458 

出 雲 市 25,439,005 川 本 町 1,632,694 

益 田 市 8,119,573 美 郷 町 2,776,676 

大 田 市 7,453,208 邑 南 町 4,421,753 

安 来 市 7,324,837 津 和 野 町 3,326,313 

江 津 市 4,753,653 吉 賀 町 3,169,192 

雲 南 市 10,341,683 海 士 町 1,484,416 

  西 ノ 島 町 1,558,458 

  知 夫 村 1,317,579 

  隠岐の島町 5,770,857 

  合   計 139,415,842 

※平成２５年度島根県からの交付金実績１６０，６３６，０８２円 

【参考】平成２６年度発売計画額（全国） ：３９０億円（前年度同額） 

〃    販売実績額（全国） ：３６８億円（前年度比8.8％減） 

〃       販売実績額（島根県）：１．２８億円（前年度比6.3％減） 

 

 

３ 市町村職員研修助成事業[（ ）内は財源] 
（１）自治研修所委託費補助金（基金）          ３５，８７７，０００円 

   市町村が負担する自治研修所への委託費の全額を補助 

 

（２）市町村総合事務組合研修事業費補助金（基金） 

１２，８３７，５５３円 

   島根県市町村総合事務組合で実施する研修事業に係る経費の全額を補助 

 

（３）市町村職員研修費補助金（運用益）         １０，８９６，３６０円 

自治大学校、市町村・国際文化アカデミー等への研修派遣に係る経費補助等 

 

 

 

 



 

４ 市町村振興事業[( )内は財源] 
（１）市町村共通課題対策事業（基金） 

   電子自治体共同利用システム機能追加事業 

１７，４１９，０１６円 

 〇第２期電子調達システム構築に伴うシステム構築に要する経費を補助 

 

（２）島根県市町村振興センター大規模改修費補助金（基金）２５，０００，０００円 

   島根県市町村総合事務組合が実施する島根県市町村振興センターの大規模改修 

   費に対する補助 

 

（３）島根県市町村振興センターの管理運営費助成（運用益） ３４，０００，０００円 

   島根県市町村振興センターの運営費及び市町村振興にかかる事業費について島根県 

   市町村総合事務組合に対して補助 

 

（４）地域活性化センター会費助成（運用益）          １，８９０，０００円 

   一般財団法人地域活性化センターの県内１９市町村分の会費について市長会・町村 

会へ助成 

 

５ 市町村の振興に関する調査研究及び情報提供事業 
（財源：基金・運用益） 

（１）島根県市町村データブック（平成２６年版）発行等       ８７４，８００円 

   自治振興に資する目的で、県内１９市町村の行政情報及び統計情報を収集・編集し 

     た「市町村データブック」を作成・発行 

 

（２）番号制度導入に伴う市町村事務処理研究       ４，９４８，５８４円 

   番号制度への円滑な移行と将来の事務処理共同化への端緒とすることを目的とし 

た研究会の実施経費 

 

（３）共通課題・共同処理課題の検討事業           ６０２，９４０円 

   市町村との意見交換により、共通課題・共同処理課題を抽出し、その対応策等に 

ついての検討 

 

６ その他事業（財源：運用益） 
宝くじ（サマー・オータムジャンボ）の広報宣伝      

３，８４７，６００円 

   山陰中央新報への広告掲載（サマー３回・オータム１３回掲載）に加え、バス広告、 

市町村広報、街頭啓発活動等を実施。 

 

 



 

 

７ 諸会議の開催等 

（１）理事会・評議員会の開催 

   ①会議名  第４回理事会 

    開催日 平成２６年５月２６日 

    議  題 ア 平成２５年度事業報告について 

         イ 平成２５年度決算について 

         ウ 評議員の辞任に伴う補欠選任候補者の推薦について 

         エ 平成２６年度第１回定時評議員会の招集及び提出議案について 

    

②会議名  平成２６年度第１回定時評議員会 

    開催日 平成２６年６月１０日 

    議  題  ア 平成２５年度事業報告について 

イ 平成２５年度決算について 

          ウ 定款の変更について 

          エ 評議員の辞任に伴う後任評議員の選任について 

          オ 評議員会運営規程の変更について 

 

③会議名  第５回理事会 

    開催日 平成２７年２月１９日 

    議 題   ア 平成２７年度事業計画について 

          イ 平成２７年度当初予算について 

          ウ 平成２６年度第２回臨時評議員会の招集及び提出議案について 

 

④会議名  平成２６年度第２回臨時評議員会 

    開催日 平成２７年２月２０日 

    報 告   ア 平成２７年度事業計画について 

          イ 平成２７年度当初予算について 

 

 

（２）都道府県市町村振興協会事務局長会議への出席 

   ①開催日 平成２６年７月１日 

     場  所 全国都市会館（東京都） 

    内  容 ①平成２５年度事業報告・決算報告について 

         ②評議員の補欠選任及び理事の選任について 

         ③規程の一部改正について 

         ④平成２６年度市町村振興事業を掘り起こすための助成について 

         ⑤講演「日本の経済政策と景気動向 ～地域経済に与える影響～」 

             第一生命経済研究所主席エコノミスト 永 濱 利 廣 氏 



 

 

   ②開催日 平成２７年３月２０日 

    場  所 全国都市会館（東京都） 

    内  容 ①平成２７年度事業計画・収支予算について 

         ②（一財）全国市町村振興協会事務局長の選任について 

         ③全国市町村振興協会の公益目的財産額について 

         ④平成２７年度市町村振興事業を掘り起こすための助成について 

         ⑤全国協会の貸付事業の見直しについて 

         ⑥（公財）全国市町村研修財団 平成２７年度事業計画について 

         ⑦講演「地方創生と地方行財政の課題について」 

            総務事務次官 大 石 利 雄 氏 

         

（３）中国地区市町村振興協会事務局長会議への出席 

    開催日 平成２６年１２月９日 

   場  所 セントコア山口（山口市） 

    議  題 ①市町村振興事業を掘り起こすための助成について 

         ②長期貸付について 

         ③長期貸付金の対象事業債について 

         ④番号制度導入に向けた市町村等への支援策について 

         ⑤宝くじの広報宣伝について 

 



事業報告の附属明細書 

 

平成 26 年度事業報告には、「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則」第

34 条第 3項に規定する「事業報告内容を補足する重要な事項」はありません。 

 

 

 

 


